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限界地の土地利用と作物保険

増田化現象の実証分析を中心として

北　大　農経

飯島　源次郎
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1　問題の所在

　本来，作物保険は，燗別農家の収鍛変動にも

とずく損失を翼補することによってその所得を
　　　　　（1）
安定せしめ，これが適切な農巌物旧格政箕と補

完的関係を保つことによって，農業における資

源利用の禽理化を促進する機能をもつのであ
サ（o）

《）o

　しかもこの資源の利用形態は，単に保険によ

つてのみならず一次の曝情によっても変化す

る。即ち，最大地代，最大利潤の追求を屠的と

する農業経営では，一定の価格条件の下では隈

界費用と限界収益とが一致する点まで集約度が

おしすすめられるが，憲斑経済の進歩発展の影
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（諦）
響によって経営集約度は変化するからである。

　従って，ある一つの経営内における土地利用

の側面から作鼠の選択をみても，社会経済的諸

条件の変化につれて変化し，眼界生産力均等の

法則が妥当するような形では現実帥に必ずしも

その選択が行われがたい傾向がある。

　このことは特にわが国のような自給的農業に

強くみられるところであり、なかでも主産地よ
　　　　　　　　　　　（4）
りも限界地あるいは後進地においてそうであ

る。

　それでは，かかる諸条件の制約の強い限界地

の農業生産の展開に対して作物保険がどのよう

に機能しているか。それが又，限界地の土地利

用をどう規制しているか。こ．れが本稿の問題の

所在である。

　なお問題を実証的に把握するため，索材を本

道におげる限界地と臼される湧別町の実態調査

資料に求めた。

　従って問題も具体的には．最：近相次いだ冷害

凶作のために北海道縫業の経営転換が要請され

ているにもかかわらず，隈界地の増田化がとみ

に進展しているのはどういう理由か。それが水

稲の共済制度とどんな関連をもつているのか。

換言すれば，増田を刺戟しているのは何か。共

済制度か米価それ自体かということになる。

　又，若し保険が増田の刺戟剤となっていると
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すれば，それが農業資源の利用あるいは最：適配

耀という観点から，農業の経営要素，就中，土

地利用とどんな関係をもつているか。言いかえ

ると，共済制度が限界地における土地利用の合

理化を促着しているのか阻害しているのかとい

うことである。

　以下これらの点について実証的な接近を試み

るものである。

註　　（1）　（LS．Shepherd；　Agr三cu互tura雇Pr圭ce

and　Inco塒e　Policy，1947～149頁で，個＿

別農家の所得安定計画として見越緬格計

画があるが，それとは別個に作物保険計

画は，農業全体としての所得安窟計画と

してではなく個別農家の安定計画として

重要であることを指摘している。

（2）　T、W．Schlu重z；Agriculture三n　an　Uns

　table　　Econonly，1945，　吉武昌男訳，　第

　10章農業所得の不安定性を少なからしめ

　る政策の中で，特に気換的危険の高い地

　方の所得不安’遣性の軽減鮒策として作物

　保険をあげている。叉，同教授は，The

　£conGm童。　OrgaH捻at叢on　of　Agricultu

　re，1953のPp328～334で生禅の不安定性

　に対する調整機構としての保険の意義を

　捌謁している。

　　更にHaτ01d　G。HalcrowもA暮ricultu

　ral　Policy　of　the　United　Sねtes，1953，

　で作物保険が所得安定の機能を膚してい

　ると共に，金融の裏付けともなり，土地

　や財産価値の安倉に貢献すると述べてい

　る。

⑧　1）rof．　Th．　BriDkmann，　Das　Oekono㎜

　ik　des　Landwirtschaftlichen　王3etrieb－

　es，1922．大槻正男訳P．60でプリンクマ

　ンは経営集約度を変化させるものとして

　農産物に対する需要の増加と農業生産技

　衛の改善をあげている。

ω　ここでいう眼界地とは．経営学上　地

　代の成立限界にある地域として解し，後

　町角とは農業の経済開発程度のおくれて

　いる地域として解する。従って開発年次

　の早晩は無関係である◎

紅　増田化の実態

（1）増磁鐵積と戸数の変動

　オホーツク海沿岸に位置する湧別ll］’は，一般

に農業生慶における限界地域としてみなされて

いる。特に米作においては，保険上の収量区分

。（基準収羅1．5石以下）・危険階級をま1の丙

。糺幌

湧

別

訂

で，代劇的低位生産力地帯であると共に高度の

危険地域でもある。

　それにも拘らず本町における水稲の作付面積

壷びに作付戸数は，昭和24年を100とすると第

1図に示されているように28年以降ともに急激

に増加している。他方，岡じく共済制度の対象

作物である麦類のそれは、昭知27年に急減し，

その後も逓減を示している。

　　　　　　　　　矛1図

　　　　　　　永々麦類の作付変動
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　更に三口図によって実態講査部落の水稲作付

面積をみると、28年以降年々急激な上昇を示し

ており，特にB部落においてそれが顕著であ

る。同じ共済作物でありながら被害率が低いこ

とよりは基準反収が低いために共済金を受けと

表工

ることの少い穀類が減少し，それが米にようて

代替されているような結果は興味ある事実であ

る。従って次にどんな形で増田が行われている

かを検討する必要がある。

（2）増田の類型

　大体分類すると大きく三つに分けられる。即

ち、一つは耕地の事実上の拡張を伴うという意

味での外延的拡大型扁旧規造田型であり，第2

は既耕地の作付転換によるところの内延的弓大

型茸作付転換型であり，第3はその他の自然

的，偶然的な理由によって結果的に増田となっ

た交換売買型である。従って第3の型は，例え

ば農地の交換分合によるものとか，たまたま購

入した土地が水闘であったとかの理由によるも

ので，ここではそれ程件数も多くなく，重要な

意義をもたない。

　表工によれば，もっとも多いのは作付転換型

であり，その意味では労働の集約度を高めると

いう点でむしろ内延的拡大を指向した増田が一

般酌であるといえる。他方外延的拡大ともいう

べき新規造闘型も8件を数える。第3の型もμ1数

からすれぽ決して少いとはいえ．ないようであ

る。

形態別増購面積及び件数
部落1酬形 副　28 29 ・・一u31 合　　計
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7
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13．4
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6

3

9

13

7
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78．7　24

7．0　5
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　そこでまず，．薪規造田その他に比較して伺故

に作付転換型が多いかが問魑となるが　その根

底には，本町の米作史上もつとも繁栄時代であ

った昭和初期に既に開田されてをつたという事

情がある。憾みに米の作付颪積の変遷を全町に

ついてみると，大正末期より昭剰初期にかけて

急増し．昭和9年目最盛期には526町にも及ん

だ。その後は次第に戦時中にかけて逓減し，昭
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和19年には134町まで1減少している。それが戦

後再び漸増をはじめ，特に27年の豊作を契機に

28年以降急増して隠魚には2591町に及んだが，

未だ最盛期の面稜には及ばない状態であ。この

点からすれば，まだまだ水田可耕地は残され

ているとみてよいであろう。従って比較的簡単

に作付転換による堀潤が可能であったことを指

摘しうるのである。

　一方，薪規造田ともなれば，稲当の経費を必

要とする関係上なかなか実行されがたいといえ

るのである。

　又，北海道によく行われている計画的な田畑

輪換型とも称すべき増田が殆んどみられなかっ

たことも一応附記されなければならない問題で

ある。

⑧　幕軍規模と増田面積

　作付転換によるにしろ新規造綴によるにしろ

各惣別農家の増田化には脳裏臨界がある。主と
　　　　　　　　（り
して自然的な作物立地の制約によるものが大で

あるが．この外に社会的経済的諸条件の予行瞬勺，

就中，経無能力．増田の経費，自家労働力等の

阻止要陽を挙げることができる。騎に本調査に

関する限りでは．経営上の自家労働カンうミ増田化

の分岐点となる傾向が強い。何故ならぽ，生産

力水準が低位なために雇傭労働力に依存しては

米作経営が成立しえないからである。その他増

田経費としては、主として離豪労働力に依存す

るものが多く，殊に作付転換の場合はそれが容

易に可能なので，一一中には親戚，喜入の手間

替えによるものもある一一あまり重要な要事と

はならない。従って米作が他の作物に比較して

労働集約的であることから　経営上の自家労働

力が決定要因として強く作用する所以である◎

　1戸当りの増田面稜は．同一の農家でもかな

りの水稲作付面積に年次的な増減カミあるため、

相当の変動がみとめられる。しかし　これを28

年以降31年までの4ケ年間について実際に増加

した水照繭稜　即ち当該年間における実増水田

面積と経営面積との相関をみると，そこに比例．

部曲係がみとめられる。即ち第皿図によれば

経営規模が大となるにつれて増田面積も謙譲し

ていることを明瞭に看取できるのである。

　これは一つには家族労働力との閏係を強く反
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映している反面，農産物の自給構造が固定的で

ある関係上，小規模経営程増田化に対しては非

弾力的であることを承すものとも言える。

註　（1）作物立地変異の諸条件として，古宇田

　　　清平氏は，その著r作物立地論とその実

　　　際」1949．の中で7～61頁におたり詳述

　　　しているが，氏は交換経済の発達した今

　　　細では経済的諸条件による作物立地の重

　　　要性にふれているので参照されたし。

㈲　増田の計画性

　前述の増幅晶晶に関してかなりの年次的変動

が認められる所以としては　増田に対して確固

たる計画性がないということが指摘される。

弘計画性に関するアンケート調査によると，i

年前に計醐したもの即ち前年度に討薩したもの

が圧倒的に多い。これは主として筋強度の作

況，r ﾄ価条件等に支配されていることを示して

いる。従って増田費の調達もその時の霞己資金

によるものが圧倒的に多く，水利問題も以前に

水気であった所が多い関係から，単独で解決さ

』れているものが多い。　（表蔓参照）

表瓢　　増田に関するアンケート

計　薩　年　数

｝1驕色

弩羅i森利窪

A
B

計

8

20

28

1

2

3

3箭i4翻計鍵星陵蹴闇言卜

∴195
5　2　29　8
5 2 38 13

1

3

4

61
UL　6

118311

17i14i317

ii

1｝



・（5）増田の画集

　増韻の効果を農民の主観的判断によるアソゲ

ート調査によって簡単に三つ一α）成功的であ

ったとするもの，（2）増戸前と余り変らないとす

るもの，（3）むしろ増加して失敗であったとする

もの一に分類してみると，成功が9件不変が

7件で大差なく，失敗は僅か1件である◎（点

点参照）

衷皿　　効果に関するアンケート

増 田 効 果

成　　功 不　　変1失　敗i
三隅酬計繍酬・卜鞭計i計

A
B

計

4

3

7

2

2

4

5

9

4
3

4

1

2

2

5

3　7

臼

1、　1

亙 1

6

11

17

　失敗の理由は，増田面積が多すぎて農繁期の

稼働労働力に支障を来たしたものであり，不変

表lv

の場合は，最近の相次いだ冷害凶作のたあに期

待収量が確保できなかったためである。従って

これからの計画としては，そのまま水眉衝積を

維持してゆくか，或は多少継続酌に増円してゆ

こうとするものと，将来減反してゆこうとする

ものが相半ばしている。

　一方成功の理出の主なものは，凶作のために

期待が外れたにしても他の作物に比較すれば共

済金収入のあっただけでも，農家経済上充分な

効果があったとするものである。従って将来の

弓懸として減反しようとするものは少く，これ

以上増田はしないがこのまま水田面稜を維持し

てゆこうとするものが多い。

（6）作付転換型増田の置換作物と反収

　増田の形態として支齊己的であった作付転換型

の場合，どのような前作物と澱換されているか

が問題であると同時に，又何故に置換されなけ

ればならなかったかは重要な課題である。

作　付　転　換　闘　の　前　作　ど反　収

＼＼f吻
ま　　　もねサ

　＼反収
部落二・

A
B

計

え ん　　菱　　　馬　　鈴　　薯 豆 類

・竺・i・・6一・5b・6一…

2

9

i1

21
11

3・

3

3

平均反収1 4。2

15一・・i21一・・i31－35i・・一…1・1一・・

4

4

互

1

2

1

1

4

4

1

1

｛

24．0

亜　麻玉蜀黍

300～350

1

1

1・・ 戟^

｝1

1

計

7

24

31

レ／1／

　表IVによれば，前作の主なものはえん麦，馬鈴

薯，豆類（特に大互）である。亜麻，玉蜀黍は夫々

1件で偶然的な存在であると考えてよいだろう

し当地の作付慣行上，主要作物であるえん麦，馬

鈴薯の羅換が顕著で南ることは勿論であろう。

　それでは何故水稲に切換えられたのか。その

指標としてこれら作物の経済性、生産性を表示

する反収についてみよう。表IVの平均反収は，

調査対象の平均であって反収による分散の度合

は一般的に平均以下の場合が高い。このことは

作物の経済性，生轍叉が増融化の一因であるこ

とを派唆するものであり，共済制度とは無関係

．に増閏と土地利用との関連を示すものでもあ

る。

　それでは共済制度と増田とは具体的に，しか

も直接的にはどう関連するのであろうか。次に

この点に分析をすすめることにする。

坦　共済制度と増田

（1｝増田の理由

　作物保険具体的1こは水稲の共済糊度が増田

に対してどのように機能しているか。一般的に

増田を刺戟セたであろう幾つかの理由として例

えば表Vに示されているように，水稲は他の作

物に比較して収入が大であるとか，米価が安定

1しているからとか，共済金による補償があると

孕9



か，文自家労働力が充分にあるため土地に対す
　　　　　　　　　　　（1）
る労働のCapac量tyを拡大する意味での増田とか

諸種の理由を考えることができる。

表v 増 田

　いまこれらの理由別強弱によりa．も，eの

序列を附してみると（表V参照），価格の安定

が一番多い。然しこれには侮格の安定以外に，

理 由

極入大寒搬矧媚繊画題到近剛禰陣 地

A
B

計

3a　lb

5a　一　一

8a　lb　－

　　26

1a　　2h　lc

la　101）

2a　12b　lc
　　　31

　　　5b　2c

3a　　lb　4c

3a　　6　b　6c

　　　27

1a　－3c

1a　－3c
6

4a　－2c
la　－　1c

5a　－3e
18

品質の較差を余り認めていない現行統制米価が

品質のよくない限界地の米にとって相対的に有

利であることも原因している。

　次に主な理由としては，共済制度があること

と，奴益が大であることを挙げることが出来

る。このことから俣険が増潤の刺戟剤として機

能していることが明らかであると共に，両者が

補完関係にたち，両立する限りでは男囚が土地

利用の合理化を促進すると考えてよい。特に

a＝3，も漏2，c＝1として数字をあてはめ

た絶対値としても，序列別でも収入が大である

ことを第1の理崩にあげたものが多いことは男

臼に卜する。

　その他の理由では，湿地であるため水田以外

に適切な利用方法がないとするものや，余剰労

鋤力の燃焼の場を求めたものなどが多少ある。

　保険と土地利器の磁では米の収入が大である

ということが再検討される必要があり，その前

に共済糊度の効果を分析する必要がある。

註　（1｝ここでは労働集約的な作物をつくるこ

　　　とによって土地単位当りの労働の集約度

　　　を高めることを意味する。

⑫）共済制度と農蒙経済

　共済制度が日照の刺戟剤であるという窺実を

客観的に再確認する意味で，表Wによって農家

経済に対する共済金の役割をみよう。

　社会保険的色彩の強い現行の水稲共済掛金

は，組合員負損が軽微である反面、共済金の方

は限界地帯ほど有利に作用する。従って昭和

28，29，31年の受取共済金額がかなり多く，凶

作年における農家経済に対する効果も大である

表w　　共済掛金及び共済金（米）

年次

昭27年

　28

　29

　31

共滞金懸賄担受輪編

・藤反紳脳脚州蛸
　　5
4・28w
4，844

6，484

8，556

8，637

　紹1977｝20i鼠1％1645
覇1：；雛：1墓ll：鑑

ととは論ずるまでもない。これが若しも保険の

対象にならない作物であれば，凶作といえども

全然所得はカバーされないのである。これ即ち

共済制度が増田の刺戟剤たる所以である。

　以上主観酌，客観的な二面的理由からして～

増霞と保険，保険と土地利用とが有機的関連を

もつていることがわかる。

W　土地利用と作物保険

（1）作付構成の変化と土帥利用

　保険が増田刺戟剤として機能した結果は作付

構成の変化となって現われるが，、そのこと

は又士地利用形態の変化を意味する。繁IV図

は最近における作付構成の変化を示すものであ

るが，ここでは各作物の実際の作付反別の増減

ほどの変化を鱈敢できないようである。

　然し，その変化の程度は全町の揚合よりも調

査部落の方がより明瞭であり，特にB部落が比

較的顕著である。

　この限りでは全体的な土地利用方式に対する

増田化の影響もそれ程大きなもめがあるとはい
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　　　　　才v画
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えないが，増田を実施した個別農家にとっては

経営内における土地利用形態に比較的大巾な変

化を来たすものといえる。

　ここに保険と直接関連しての作付構成の変化

に基づいて判別経営における土地利矯の問題が

提遡されるのである。

（2）作自選択による土塀利用労式の合理化と保

　　険

　ある一飛の経営方式一ここではいかなる経

営方式であるかを狙わないが一一のもとにおい

て、作Bを選択するという範顕内でその土地利

用方式を決定しようとする幽幽，何がその作目

選択の韮準となるか。詳細には次の項でふれる

ことにするが，実態調査の結果による限りでは

第1には所得の安定性一米価が安定的であ

ると共に保険のために所得が安定約であるこ

と一であり，第2には収と霊性一粗収入が大

であること一一である。然しここでいう所得の

安定性は生産の安定盤に直結するものではな

い。何故ならば，限界地における米の生産は他

の耐冷作物に比較して安定性が低いからであ

る。従って米の粗収入が大であるということが

直ちに純収黍も大であると言いうるかどうかを

吟昧しなければならない。

オ▽図　作物別反当生産費及び純享益比較（S5の

z客〃〃

耀”

解〃

グ、

一純〕敗登

一一 ~労協

》

盲

膨
獲

郁

霧

lll

多

馨

易

多

難

慈

心

　マき

護x
継

z

一義獅分

多

多

・繋

滲

影

生

産

糞

頭　小豆　火球　巧多繕　え磧

註　ホ図表は昭職30年度の農林省の農産物生慶

　費調査に基いて作成，対象調査町村は註記（1）

　を参照のこと。

　　　（1）
　第V園によれば，粗収入のもっとも高いのは

米であり，小豆，大豆がこれに次ぎ，馬鈴薯，．

えん麦に至ってはかなり低く，特にえん麦では

米の約30％である。

　次に生産費についてみると，米の場合がやは

り一番高く，馬鈴薯が第2位で，小豆，大蒐、え

ん麦がこれに次いでいる。

従ってこれら作物の経済性を純収益という形

で比較すると，粗収入の順位とは大巾な変化を

添している。即ち，昭和30年度の衝格条件のも

とでは小豆がもっとも収益性が高く，次いで大

豆，えん麦，米となり，馬鈴薯では赤字とな

る。故に豆類のそれはとにかく，　え．ん麦，　馬

鈴薯が米に転換される所以は，まさにその収益

率にあるといえる。反面米よりはるかに収益性

の高い罰：類が米に転換されるのは何故か。それ
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は農家の食：糧に対する需給構造の面で，米に対

する需要度が高いことと合わせて翌類の価格が

不安竈的であり，且つ収量も低いという理由に

基くものである。

　この意味で農産物価格の不確実な一般的条件

の下における限界地の作目選択は、生産の不安

定性と相挨って純収益が非常に変化しやすいた

めに，現実には必ずしも特定年次の純収益のみ

カ・基準とはならない曾’もっと鱒勺譲勲強

く求める。この点米は豆類よりも安定的である

といえるかもしれない。

　しかも自家労賃部分が自家労働に対する報酬

として農業所得になるとすれぽ，余剰労働をか

かえこむ経営では純収益よりもその所得が問題

となり，経営上欄1動集約的な米が一つの有利性

をもつことになる。特に労働糧放的な限界地に

於て耕地の外延的拡大が不可能であるという事

情の下では，内延的拡大即ち，集約度段階を高

める一資本の欠乏してる事情のものでは資本

野拙よりも労蝶鍍砒行ずる　 №ﾆに
よって農業の発展を求める謳左でもある。

　ここに米作が有’利な作目の選択の対’i象とな

り，土地利用の経灘勺高度化の一手段たりうる

意味で，安定米価を基調とした保険が土地利用

の合理化機能を果しているとみることができ

る。

註（1）本図表の調査対象町村劇マ記の如くで

　　　あり，選択の基準は湧別町の平均反収と

　　　類似してる所としたものである。

　　　米州北見市互0戸平均，小豆皿足害郡足寄

　　　町5戸平均

　　　．大豆嗣網走郡津別町5戸平均，馬鈴薯＝

　　　斜里郡斜里町5戸平均

　　　えん麦雪十勝郡浦幌町大菱平均を転用

　　　（えん麦の生産費調査なし）

　　（2）矢島博士はその著町明と農業経営」

　　　1953の農業経営方式と地代形態の中で，

　　　地代較差，純収益較差が原則的に経営方

　　　式を決定する要因であると述べている

　　　が，限界地に於てはこの原則め貫徹を阻

　　　害する条件が多いと思われる。

　　（8）前掲書「酪農と農業経営」の98頁で，

　　　「小農における雇傭の増加には土地の容

52

量を増加ずるカミ如さ投資が先行する」と

述べているが，この点，特に貧困な限界

地に簸て資本の追加的投資が不可能な状

態では，作目の選択によって土地の容：量

を増加する方法をとるのが経営方式を一

定としたときの方向であろう。

｛3）経蛍転換による土地利用方式の会理化と保

　　．険

　ここでは更に視点を拡大して，冷害を契機と

して最近本道農業に強く要請されるに至った経

営転換を前提とした土地利用方式の合理化と保

険について考案したい。

　保険によって刺戟され，しかも経済的にも有

利な一面をもつた限界地の米作が，果して経営
　　　　　　　　　　　（1）
上からも望ましい経営方式として合理的な土地

利用を指向するものであるかどうか。又望

ましい経営方式とは何を意滅するのか。チユゥ

ネソの謂う如く地力をメルクマールとした作付
　　　　　　　　　　　　　（o）
比例をその基準とすべきなのか。然し冷害を機

とした現実の問題としては第1に生産の安定性

が望ましい経営方式として求められており，そ

の中で最大利潤を追求してゆこうとするのが一

律的である。然しこれを土地利用の経済性とい

う点にしぼってみた場合，経営要素の最適な結

集によって実現されたと仮定される反当所得を

判断の基準としたい。しかし現実にかかる資料

を求めえないので既存の資望によってこれを検

討することにする。

　第璽図によれば，五つの経営類型一一いずれ

も本町における各10戸平均一の中で反当所得

の特に高いのは混岡経営型と玉璽作型である。

その外ではこれらに比し一段と低く，その間に

顕著な差異がみとめられないのも特徴であろ

う。限界地なるが故に水田単作型がないので米

作の代表として田畑兼営型として一般的に考察

することにする。

　反当経営費については，田畑兼営型は反当駈

得が第4位であったのに反して第1位であり，

作醤別では有利性の高かった米作も，経営類型

的には余り有利性は認められない。

　更に1戸当り農業所得でも混同経営が第1位

であって，酪農が第2位に上り，田畑兼営型は
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註　演別町嚢村建設計画に対する藩礎調査報告

　書　 1沼歌】30年7月発行よりダF成，

反当所得の場合と同様第4位である。僅かに畑

穀無畜に対して梱対的有利性がみとめられるの

みである。

　労働所得に於ては碑畑兼営型も第3位に上昇

しているが，いかに労働集約酌な米作を導入し

ても年間にわたって稼働できる漉同及び酪農型

に及ばない。しかしそれが立地条幹の差である

かどうかは明瞭でない。従って土地利用の経済

挫を論ずるためには，沓類型における土地要素

に対する経済的帰結が明らかにされなけオτぽな

らないが，この計測は資料の制約上不可能なの

で与えられた資料から推論的考察を加える。

　問題はこうである。作目別にみて米の有利性

がみとめられても，経営類型的に各種所得に有

利性がみとめられないならば，何故もつと有利

なしかも安定的な経営に移行或は転換しないの

か。具体的には経済酌土地利用度のメルクマー

ルとしての反当所得の高い酪農化の方向へ転換

しないのか。その騨由は先ず資本がないという

ことである。農畏は酪農への転換の望ましいこ

とを認識し，大部分それを希望している。では

資本があれば可能であるか。それは最近の貸付

集剃度によって急激に乳牛が増加しつつあるこ

とても可能なことが明らかである。然し酪農へ

の転換は田畑兼営地域より畑穀蔽地帯に於て積

極的である。何故ならば，田畑地帯では現況に

於て無理に酪農への転換を図るよりは，短期酌

にみて保険の対象たる米作への転換，即ち作呂

選択による土地利用の高度化の方が転換経費も

少くて有利であるからである。

　又これを長期爵勺にみたとしても，酪農への転

換は短期的な所得効果を期待できない反繭，そ

れ相応の危険をも伴うものであるし，決して資

本の欠乏のみがこれを阻止するとはいえない。

　殊に経済的に逼迫した限界地の農民は，短期

的な視点から転換を積極的に推進せずに従来の

経営を維持し，作物的には保険もあって有利な

米作へと移行する。

　しかし若しも保険がなければ活路を経営転

換に求め，長期的な安定に努力する結果所得水

準も上昇し，土地単位当りの生平性をより一層

高めることによって土地聖駕が合理化されるか

もしれない。

　こうみてくると共済制度が経営転換を阻止す

る意味で，土地利用方式の合理化をも阻害する

要因として機能しているともいえる。

註（1）Pr・£．　Th，　Brink湘ann，　Das　Oek・n・一

　　　1aik（圭es　Iandwirtsc｝1aftliche登　13etrieb一

　　　es，1922大槻正男訳，13頁で経営方式と

　　　いう概念は経営形態の一側繭であって，

　　　土地利用や生塵物加工組織等を蓑現する

　　　場含にも勿論用いることが出来ると説明

　　　しているが，ここではブジソクマソのい

　　　う地目及び作物の利用の両方を含めた意

　　　味での広義に解する。

　　（2）　」．H．voR　Th縫nen；Der　isolierte　Staat・

　　　＄t¢Auf1．　Je照，1921近藤康男訳「孤立

殆



国」148頁に於て，地力を経済組織選択

上のメルクマールとした場合，地力の増

加を｛半う経営が望ましいとしている。

又，一つの農業が地力を肥やすか消耗さ

せるものであるかは．主として肥料を生

産する作物と消費する作物との間の割

合，即ち作付比例によって決ると説明し

ているが，ここでの望ましい経営方式の

基準は必ずしも地力ではなく地力は第2

義的なものとして考える。

v　結 雷

　これまでの野晒的分析を適じてえられた結論

は次の逢りである。

　即ち，水稲共済願望は増田の刺戟剤として機

能し，期かる意味での増闘を，　第1に，経営

転換を伴わない所の単一経営における作日変化

としてみた場合には土地利用の経済的含理化を

促進し，第2の経営転換を前提としてみた場

合，保験が転換を附止する隈りでニヒ地利用の経

済的合理化を阻害するといえるのである。

　本来，土地利用の含理化機能を果すべき作物

保険が，限界地の湧別町に於て矛盾するが如き

形で機能しているとすれぽ問題である。果して

それは限界地なるが故の矛盾であるのか，それ

とも中核地帯にもあてはまるのか。限界地では

G・S・Sc｝1epherdのいう農産物価格及び所得問題
　　　　　　　　　　（【）
の夫々異った三つの議題一安剛性の闘題，水

準の問思所得配分の悶題一一の中，何がもっ

とも重要な問題と考えるかによって評価が多少

変ってくるであろう。いずれの問題をとりあ

げても限界地は不利であり，仮令，現在に於て

米作が土地の経済的利月＝；を実現させているとし

ても，一一ある一定の経営の中において一将

来にわたって保険が土地利用を固竃化し，穫極

的な利用転換を阻害することになるならば・T・

W。Schlutzのいうような保険が祉会の利益を
　　　　　　　（o）
必ずしも促進することにはならない。

　従って一般的にも原則酌にもこれまでの分析

より直ちに保険と土地利1隷こ対して結論ずける

ことは早計であり，更に考窄され想ナればなら

ない重要な課題である。

註　　（1！　G．SSchepherd；預1掲書　Pp69～71CI〕門

　　　apter　5．　Five　Agricultural　Pズice　and

　　　IncOI取e　Needed．参1照

　　〔2）　T．W．　Schlutz．蒲茅昌訳P230参照
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送料当方負担

一農業家・政治家・官吏・学生のための教科書一

　　　　　　　　　　　　上　・下　巻

　本訴は，世界の農業経鴬界に重要な地位をしめる　フリートリツヒ・エー

レボーの主薯「提業経営学汎論」の全訳であり，農業経営学界に近代約発展

の転機をもたらした，エーレボーの偉大な業績こそは，正に本書によってそ

の全貌を遣憾なく見ることが出来るであろう。本書を読まずして，農業経営

及び農業経営学を論ずることは不可能である。

　本丁｝は，元来学術論交ではなく，むしろ実際家向の参考書であり，学問の

ための学問でなく，実際は農業を経営した経験の上に立つ世界的な学問であ

り，その平易な：文章と共に世界各圏で出版され，日本において，これほどま

でに，出版をまたれた幾業書はない。　　　　　　一一公論一命行一
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